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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、農業構造改革に対応する農業経営の成長という観点

から大規模土地利用型農業生産法人に着目し、農業経営内的展開と外的農業参入展開に分類し、

その量的・質的な分析を通じて、経営成長のモデルの条件を提案した。具体的なモデルの条件

としては、先駆的な経営者や後継者、中核的な従業員が存在し、大規模化の農業生産技術や先

端技術を獲得したもので、農産物の加工・販売などの付加価値生産部門や直接販売部門・直売

所やレストランをもつものである。 

（英文）：The purpose of this research was classified into farm management inner 

deployment and external agricultural entry deployment paying attention to the large-scale 

land use type agricultural legal entity from a viewpoint of growth of the farm management 

corresponding to agricultural structural reform, and proposed the conditions of the model 

of management growth through the quantitative and qualitative analysis.  
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１．研究開始当初の背景 

その背景には、集落営農等の生産組織が政

策的に位置付けられ、「集落営農組織→特定

農業団体→農業生産法人（特定農業法人）」

という発展路線に従って進められようとし

ている地域農業の組織化について、安藤光義

氏が指摘するように、「他産業従事者並みの

生涯賃金に見合うだけの農業所得」を獲得で

きるような農業専従者が確保されているわ

けではなく、むしろ経営体としての発展を目

指す法人化ではなく、組織を維持存続させて

いくための法人化という性格が強いという

点から、「法人数の増加だけを目指す、数合
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わせの内実を問わない法人化」が推進される

可能性が危惧されている点からも、近年の農

業生産法人の増加傾向には経営的発展の内

実を伴うものかどうかの検討が必要となっ

ている。しかし、法人経営内部の様々な問題

により、内的発展からの法人化と外的な農業

参入による法人化という統一的な視点から

その拡大・増加要因分析を踏まえた経営成長

の可能性、モデルの提示はされてこなかった。 

 

２．研究の目的 

本研究は、北海道開発協会助成研究 2006

年度「農畜産経営における出資型株式等会社

法人の形成・展開要因分析の研究」と、2007

年度酪農学園大学共同研究「農畜産経営にお

ける担い手としての出資型農業生産法人の

増加要因分析」、2008 年度から 2009 年度に

おける自主的研究活動による準備を踏まえ

て、農畜産経営における大規模土地利用型農

業生産法人の組織形態として、農事組合法人

と会社法人の２形態による事例分析を通じ

て、農業生産法人の経営成長モデルを提案す

るものである。 

 

３．研究の方法 

本研究では法人経営の内的発展からの法

人化と外的な農業参入による法人化という

統一的な視点からその拡大・増加要因分析を

踏まえた経営成長をという視角から、分析対

象を会社法人と農事組合法人に大別したう

えで、継続的に展開する農業生産法人を対象

に４つの高付加価値化へ向けての指標と７

つの企業化指標分析による分析視角から考

察を行う。この分析視角をもとに農畜産経営

の担い手としての大規模土地利用型農業生

産法人の経営成長モデルを提示するもので

ある。 

 

４．研究成果 

(1) 大規模稲作経営法人の経営成長モデル 

第 1に、前身組織として任意の生産者組合

からスタートしているが、組織を束ねるリー

ダーの存在が経営成長には欠かせない第 1条

件である。第 2 に、収益性の確保のために、

様々な生産技術面や販売・マーケティング面

での工夫を行っており、栽培方法や用途別米

生産（加工米飯用・主食用・もち加工用）、

転作作物（大豆・野菜作）の栽培を行ってい

る。第 3に経営成長において優れた人材の確

保・育成を行っている。とくに北海道の大規

模経営においては、事業量の拡大に伴い、生

産管理以外の加工・販売においても雇用労働

力の確保が必要である。また、新商品開発や

新事業創出を担う企画能力、経営全体をトー

タルで意思決定する経営管理能力が求めら

れ、会社創業世代から次世代への経営資源の

円滑な継承が重要な課題になると考えられ

る。このように大規模土地利用型法人でも有

機農業や、生産物の加工・直接販売など、周

囲の農家と共同で実施している事例が見ら

れ、この過程では、国内の企業との連携など

に取組み、事業拡大・収益拡大をはかってい

る。このような事業拡大が経営成長のモデル 

ということができる。 

（２）集落営農組織による組織間連携モデル 

この例は、集落営農組織連合（大半は農業

生産法人）による連合協同組合がスーパー等

の事業展開する会社との連携による販売シ

ステムを確立し、集落営農が展開していきつ

つある例である。つまり、集落営農組織（法

人）は、滋賀県甲南町のような地域では単位

集落だけでは面積 30ha 程度で経営展開・存

続できず、集落連合によって展開していける

と考えられる。そしてまた、農協というより

は業者との連携による有利販売によって展

開していけると考えられる。このことを集落

営農法人のリーダーたちが考えて、展開して



 

 

きているのである。大規模土地利用型集落営

農法人が展開していくためには、このような

取組みがひとつの方向であることを示して

いる。 

（３） 農業生産法人化と経営・事業継承の

モデル 

大規模土地利用型法人といえども、経営や

事業の継承が必ずしも安定的に進むという

わけではない。ここでは、九州の宮崎県都城

市のなかの法人を中心にその経営継承のあ

り方、方法を検討したものである。この例に

よれば、法人の親族が経営を継承するわけで

はなく、従業員のなかで経営に適した人がお

れば、その人に継承させるという意向が強い。

しかし、実態は、法人によって様々であるが、

法人内に親族が従業員になっている場合に

は、その人が経営継承を行う場合が想定され

ているようである。つまり、事例では、経営

継承の順番は、親族（息子）、従業員、外部

の人ということになっている。 

（４）農業生産法人の増加にとっての農協の

関与と役割 

道内の大規模土地利用型農業生産法人が

展開をしていくためには、地域の広範囲の農

地の確保・保全が最重要課題である。しかも、

そこから得られる農産物を安定的に販売し

ていくことが迫られる。このことから、地域

の農協との協力協同の関係が必要であるこ

とを明らかにした。また、法人は、地域農業

の担い手であり、農協の役員等の担い手にも

なっている例が多いことも明らかにした。つ

まり、法人と農協は、地域に存続していくた

めには、密接不可分の関係にあること等を明

らかにした。 

（５）農外参入の大規模土地利用型農業生産

法人の経営成長モデル 

農外資本による土地利用型農業生産法人

は、多くは農外の新技術・ＩＴ技術などを活

用し、販売システムや労務管理システムをも

って経営展開をしている。例えば、外食産業

からの参入の場合には、直接販売、レストラ

ンへの食材提供システムをもっていること

になる。従って、生産物は安定的に販売でき

る。そうでない場合でも、多くは販売会社と

の連携が密になっている。また、適切な労務

管理システムをもち、拡大・点在した農地の

管理を適切な管理を行っている。これによっ

て、効率的な経営展開を果たしているともみ

られる。 

（６）総括と今後の方向 

本研究の目的は、農業構造改革に対応する

農業経営の成長という観点から特に大規模

土地利用型農業生産法人に着目し、農業経営

内的展開と外的農業参入展開に分類し、その

量的・質的な分析を通じて、継続的に展開し

てきた農業生産法人の経営成長モデルを提

案することである。この１年目の研究では、

農業生産法人の全国的な増加傾向を組織形

態別に統計的に整理し、株式会社等の会社法

人や大規模土地利用型農事組合法人の統計

的な分析・把握を行った。具体的には、1.農

業経営内的展開事例として、①大規模多角経

営法人としての会社法人谷口農場、ねじめ農

園など、農事組合法人として卯原内酪農生産

組合、サンファーム法養寺等、②集落営農型

法人として農事組合法人西上経営法人、きら

り農場高木、2.外的農業参入展開の事例とし

て、会社法人・新福青果などの面接調査と検

討を行った。さらに、２年目には、１.農業経

営内的展開事例として①大規模多角経営法

人の有限会社法人余湖農園、滋賀県の有限会

社池田牧場等、②集落営農型法人の株式会社

法人はまほろ、2.外的農業参入展開の事例と

して、有限会社法人・ワタミファーム山武農

場、白浜農場などの調査と検討を行った。3

年目には、上記のような調査と補充調査を実



 

 

施し、次のような点が法人の経営成長を続け

ていくための条件であると考えられる。これ

らの調査研究を通じて大規模土地利用型農

業生産法人の経営成長モデルを検討した。 

各事例から共通していえる経営成長にと

って重要な条件としては、第一に法人の先駆

的な経営者・リーダーの存在の重要性と経

営・事業継承としての後継者、労働力として

の中核的な従業員の養成が重要であること、

また、第二に、規模拡大・大規模化に伴う農

業生産技術の獲得と安定化、栽培管理等の新

たな先端的な技術導入と安定的な整備、第三

に、農産物の安定的な販売と高収益の獲得が

できるようなシステムづくりが必要である

ことから、加工などの付加価値生産部門や直

接販売部門・直売所やレストランの創設等が

必要であること、第四に、法人の経営診断機

能の確立、第五に、大規模土地利用型農業生

産法人は地域の広範囲の農地の確保・保全が

重要であり、しかも安定的な農産物の販売が

不可欠であることから、地域の農協との関係

が密接不可分であること等である。 

以上のような諸条件の全部または幾つか
の条件を満たすことにより、大規模土地利用
型農業生産法人の経営成長の展開が可能に
なると考えられる。 
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